
資料1-2
川崎市の小規模保育事業Ａ型及び事業所内保育
事業における保育士配置に係る特例について

資料１－２ スライド番号１～４に係る内容は
小規模保育事業A型、保育所型事業所内保育事業に限った運用であり、

小規模保育事業B型、事業所内保育事業A型及びB型には適用されませんので、ご注意ください。
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川崎市の小規模保育事業Ａ型及び事業所内保育事業
における保育士配置に係る特例について

① 保育士の配置の特例に至る経過

 本市の地域型保育事業における保育士の配置基準については、これまで、川崎
市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例（以下「条例」とい
う。）並びに川崎市家庭的保育事業等の認可・運営基準に関する取扱要綱（以
下「要綱」という。）により、国の省令に基づき定める最低基準と市が上乗せ
で配置を求める加配基準を定め、運用を行ってきたところです。

 この度、多様な保育の担い手確保の観点から、国の省令が改正され、当分の間、
保育士の配置要件の緩和がなされ、本市の条例上も同様の改正を行ったことか
ら、質の担保を図りつつ、市の加配保育士分についても整合を図り、次のとお
り取扱うこととしています。 第1部
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川崎市の小規模保育事業Ａ型及び事業所内保育事業
における保育士配置に係る特例について

② 保育士配置に係る特例（朝夕の時間帯等に係る特例）

 条例改正により、朝夕の時間帯等で児童の数が少数であるとき、年齢別配置基
準保育士が１人となる場合に、最低２人は配置しなければならない保育士の１
人について、市長が保育士と同等の知識と経験を有すると認める者でもよいも
のとします（条例附則７項）。

 また、この取扱いは、別添通知により１１時間の開所時間外の延長保育時間帯
にあっても同様とします。なお、市長が保育士と同等の知識と経験を有すると
認める者は、保育所等での保育業務従事期間が常勤で １年以上ある者、家庭
的保育者及び子育て支援員研修の地域型保育コースを修了した者とします（要
綱１９条８項、別添通知）。
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川崎市の小規模保育事業Ａ型及び事業所内保育事業
における保育士配置に係る特例について
③ 保育士配置に係る特例（多様な担い手の活用に係る特例）

＜小学校教諭・幼稚園教諭・養護教諭、市長が保育士と同等の知識と経験を有すると
認める者の配置に係る特例＞

 小学校教諭・幼稚園教諭・養護教諭、市長が保育士と同等の知識と経験を有すると
認める者は看護師・准看護師と併せて、年齢別配置基準保育士の１／３（端数切
捨）まで保育士としてみなせます。ただし、市長が保育士と同等の知識と経験を有
すると認める者の年齢別配置基準保育士への充当は、定員超過分に限ります（条例
附則７～１０項）。また、小学校教諭・幼稚園教諭・養護教諭と市長が保育士と同
等の知識と経験を有すると認める者は、市加配保育士としてみなすことができます。
ただし、市長が保育士と同等の知識と経験を有すると認める者の市加配保育士への
充当は、定員超過により超過で職員配置が必要になった場合のみです（別添通知） 。
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川崎市の小規模保育事業Ａ型及び事業所内保育事業
における保育士配置に係る特例について

年齢別配置基準 市加配

定員分 超過分

小学校教諭等 ○（1/3まで） ※1 ○

市長が認める者 × ○（1/3まで）※1 △※2

保健師・看護師・
准看護師 〇（１人まで） × 全施設類型適用

（資料１－１スライド番号10参照）

・小規模A
・保育所型事業所内保育事業
のみ適用

※１ 小学校教諭等と市長が認める者の合計が、超過受入により必要となった保
育士数も含めた必要配置人数の1/3まで適用可とし、保育士（保健師・看護師・准
看護師を除く）を2/3以上配置しなければならない。

※２ 市長が認める者については、定員超過で受け入れを行っており、かつ定員
超過をすることで必要な保育士が１人以上増える場合にのみ市加配への適用を可
とする。

第1部
川崎市における小規模保育事業A型及び
B型並びに事業所内保育事業の運営等について



資料2-1
その他の注意点について
・処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件について
・雇用状況報告書について
・家庭的保育事業等変更届等について
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処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件について

令和５年度から、処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件が、表のとおり段階的
に適用されます。処遇改善等加算Ⅱによる改善を受ける前月までに必要となる研
修を修了している必要がありますので、処遇改善等加算Ⅱによる改善を想定する
職員には、計画的な研修受講を促してください。
なお、加算の認定に当たっては、要件を満たすことを確認するため、修了証の
写しを提出いただく予定です。
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雇用状況報告書について

 雇用状況報告書は、毎月支弁される給付費の申請の中で、当初払にあたっては
当該月の月初の時点で把握している雇用状況について報告します。

 当初払で報告した雇用状況報告書の内容に変更が生じた雇用状況については、
当該月の翌月以降に速やかに変更を反映して報告する必要があります。

 つきましては、雇用状況の現況と雇用状況報告書の内容が一致しているか、定
期的な見直し・確認をお願いします。
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家庭的保育事業等変更届等について

 事業所及び保育事業者（法人）に関わる事項に変更が生じた場合は、川崎市に
届け出る必要があります。

 届け出が必要な事項、届け出時期等については、本説明会の参考資料をご確認
ください。
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